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実施した。調査は、2009 年 10 月 1 日現在、民
生委員が把握している満 65 歳以上のひとり暮























































































































































































3）　新潟市「共同住宅」31 . 6％、「持ち家率」65 . 8％、「空
き家率」12 . 3％。中央区は「共同住宅」55 . 8％、「持ち家率」







































































































                         




























































































































































































































































































5,000 円、町内から 2,000 円いただき、涙を流
して喜んだ」（78 歳女性）、「会社の倒産によっ



























た（図 5）。それが「150 万円以上 200 万円未満」
では 39.7％、「200 万円以上 400 万円未満」で














































































                         


































































































                         


































































































     











































� �時 ��の�� 
150万円未満 15 以上200万円未満 
20 以上400万円未満 400万円以上 
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150万円未満 150 以上200万円未満 
20 以上400万円未満 400万円以上 
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� �� �時 ��の�� 
15 万円未満 150 以上200万円未満 





















































           











































� � ����時���の�� 
15  150万円以上200万円未満 























55.3％であった（図 5）。それ 「150 円以上
















































































































































































































������� 参加  
150万円未満 150万円以上200万円未満 


































































































































































































































































200 万円未満」では 39.7％、「200 万円以上 400
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150万円未満 150万円以上200万円未満 


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　2012 年 12 月、新潟市内で地域包括支援セン
ターが主催する「身寄りのない高齢者への支援
の現状と課題」のシンポジウムが開催された 6）。
地域包括支援センター、在宅介護サービス事業
所、介護施設、医療機関、民生委員など、ひと
り暮らし高齢者に直接関わっている関係機関
が、事例を持ち寄って話し合った。そのなかで、
「身元保証人」の不在が、支援の手を遅らせて
いること、制度の狭間でそれぞれの支援者が、
業務外で対応している実態が明らかになった。
関係機関の歯がゆい思い、地域住民の漠然とし
た不安があった。そのなかで、市民後見人の養
成、法人後見の取り組みなどが紹介され、一定
程度の動きはみられるが、行政に対する期待の
大きさが現れていた。
　これまでみてきたように、緊急時の支援者が
「いない」人は、より困りごとを抱えながら、
それを支えてくれる人との関係が希薄であっ
た。具体的な記述から「身元保証人」がいない
ことへの不安も多く寄せられていた。繰り返し
になるが、本調査における緊急時の支援者が「い
ない」人は、回答者の 8.2％であった。新潟市
中央区全体でみた場合これ自体は決して小さい
数字ではないが、各自治会、町内会で考えた場
合は、決して大きい数字でもない。しかし、今
回の調査は全数調査ではなく、はじめに民生委
員が調査票を配布可能な世帯へ配布している。
そのため、調査対象とならなかった世帯につい
ては、民生委員や地域住民とのかかわりに拒否
的で、孤立する傾向のある人の割合が高い可能
性も否定できない。そこで地域のその 1世帯を
掘り起こす、そこへの積極的なアプローチが求
められている。その糸口として、地域における
6）　新潟市地域包括支援センタ 「ーふなえ」が、地域に
おける高齢者支援ネットワーク構築の一環として取り組ん
でいる「圏域ケア会議」。2012年12月3日開催された。
− 69 −
孤立する高齢者のニーズと地域福祉の課題−ひとり暮らし高齢者の実態調査結果から−
ふだんのかかわり、行政のかかわりを強めてい
くことが示された7）。
　また「ひとり暮らし」の場合は、民生委員に
よる「友愛訪問」8）など、単身世帯だからこそ
他者とつながる手段が用意されている面もあ
る。つまり、これが及ばないところ、より支援
の届きにくい、例えば老老介護の世帯など、夫
婦のみや高齢者と未婚の子ども世帯なども念頭
にいれた対応を、地域全体、住民全体で検討し
ていく必要がある。何よりもまず、具体的な不
安への対応として、買い物、移動、ゴミ出し、
雪かきの支援である。そして地域の課題を地域
住民が一緒に考える場の提供、さらにそれぞれ
のサービスをつなぐ情報提供のサービスであ
る。これらは、社会福祉協議会を中心に事業化
が進み始めている。行政、専門機関、社会福祉
協議会、地域コミュニティ、当事者も含めて、
何かあったら駆けつけあえる地域づくりに取り
組み、課題を潜在化させない積極的な関わりが
求められている。
付記
　本論文は、平成 22 年度新潟県立大学教育研
究活動推進事業・課題解決型研究プロジェクト
推進事業（研究課題名：新潟市中央区における
ひとり暮らし高齢者の生活実態と社会的孤立に
ついて）による研究成果の一部である。
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